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まえがき 

 

近年、我が国のがん医療を取り巻く状況は大きく変化してきていると思われます。これまで、

行政も国民の皆さまも殆ど注目してはいなかった“がん対策”が、いずれかの新聞で取り上げ

られない日はないようになってきています。この背景には、“がん”という疾患が特殊な疾病で

はなく、脳卒中や心臓病と同じレベルの病気と認識されるようになってきたからだと思われます。

とくに、私どもと大きな関係がある“疾病の実態把握”の重要性という観点からも、やっと、地域

がん登録、院内がん登録が人口に膾炙し、理解が得られるような状況になってきたとは喜ばし

い限りです。 

このようながん対策の状況のなか、国民の多くの方から信頼と支援をいただくためには、

日々の“がん登録”の業務や報告が、正確であり、迅速であり、情報の保護が完全であり、そし

て有益な情報を提供することなどが強烈に求められてくるでしょう。とくに、がん対策の評価の

基盤として、“がん罹患”のデータは必要不可欠な資料であることは明らかですので、その資

料が信頼され、行政施策の基礎資料に常時用いられるようにするためには“がん登録”を実施

する側も新たな気持ちを込めて日々の研鑽や努力が必要ではないでしょうか。国や国立がん

研究センターにおかれましても、がん登録の充実を求めて研究的支援が行われているところ

です。この研究班や、国の定めた「がん対策基本法」とそれに基づく都道府県の「がん対策基

本計画」を十分に活用し、先ずはがん対策の評価に必要ながん罹患状況のデータを確保す

ることができる「がん登録」の運用が肝要ではないかと思っています。 

この事業報告が、我が国の（院内、地域）がん登録事業の支援となり、今後のさらなる発展

へ向けて大いに活用されることを期待しています。 
 

平成 22 年 6 月 4 日 
 
  

特定非営利活動法人地域がん登録全国協議会 
理事長  岡本 直幸 

（神奈川県立がんセンターがん予防・情報研究部門） 



本書の構成  

1． 第Ⅰ部で、地域がん登録全国協議会が行った平成 21 年度中の主な活動について報告する。

本報告内容は、平成 22 年度総会で承認を受ける予定である。 

2． 第Ⅱ部では、本協議会会員である道府県市がん登録事業の成果をまとめた。 

 A．「道府県市がん登録事業報告書一覧」には、本協議会が受領した各道府県市がん登録事

業の公式報告書等のうち、平成 21 年 4 月から平成 22 年 3 月の間に刊行されたものをまとめた。 

 B．に「地域がん登録研究報告一覧」を示した。これは厚生労働省第 3 次対がん総合戦略研究

事業「がん罹患・死亡動向の実態把握に関する研究」班（研究代表者：祖父江友孝）の助成を

得て平成 21 年度に同班に提出された諸研究の報告より、地域がん登録資料を利用した、ある

いは地域がん登録に関連した研究を抽出したものである。同班の平成 21 年度報告書に収録さ

れているが、会員への情報提供のため、研究代表者の許可を得て、本書に掲載した。 

3． 第Ⅲ部では、平成 21 年度における地域がん登録事業の概要と登録資料の研究的利用状況を

報告する。 

 これは、本協議会が平成 22 年 4 月に、会員に実施した「地域がん登録の現状と成果調査」によ

り得られた結果をまとめたものである。 

 

なお、本冊子は、本協議会事務局 味木和喜子事務局長のもと、第Ⅰ部は主事松田智大、主事丸

亀知美が、第Ⅱ部と第Ⅲ部は松田智大、丸亀知美、事務局職員成澤麻子、尾崎恭子がまとめた。

表は、松田智大、丸亀知美、尾崎恭子が作成した。 
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I．地域がん登録全国協議会平成 21 年度事業報告 

I. 予算、決算、並びに事業計画 

1. 平成 20 年度決算（案）を三上監事、西監事が平成 21 年 5 月に監査し、適正であること

を認定した。同案は同年 6 月の第 1 回理事会及び第 18 回総会で承認された。 

2. 平成 21 年度事業計画（修正案）及び同年度補正予算（案）が第 1 回理事会及び第 18

回総会で承認された。本協議会の NPO 法人化につき、事務委託費用として 30 万円を

計上し、疑問点を解決しながら準備を進めることが第 1 回理事会及び第 18 回総会で承

認された。平成 21 年度の決算関係の書類、決裁書を平成 22 年 5 月、三上監事が監査

し、適正であることを認定した。第 19 回総会に提案する予定である。 

3. 平成 22 年度事業計画（案）、同年度予算（案）、NPO 法人設立が第 1 回理事会及び第

18 回総会で承認された。 

II. 人事、事務局体制、規約 

1. 平成 21 年 4 月に登録会員の異動調査を行い、6 月に平成 21 年度会員名簿を印刷し、

全会員に配布した。平成 21 年度より奈良県が退会、徳島県が入会し、平成 21 年度の

構成団体数は 36 で登録会員数は 118 名となった。平成 21 年度より 1 構成団体あたり

の登録会員数を 3 名以内から 5 名以内に増員したため、登録会員数は平成 20 年度の

93 名より 25 名増加した。 

2. 賛助団体では、大日本住友製薬株式会社より平成 20 年度をもって退会の届出があり、

平成 22 年 3 月 31 日現在、21 団体となった。なお、ワイス株式会社より平成 21 年度を

もって退会の届が出されている。 

3. 平成 21 年 4 月の異動に伴い愛知県健康福祉部健康担当局健康対策課課長が丸山晋

二氏から吉田宏氏に交代したため、第 1 回理事会で吉田宏氏が新理事に推薦され承

認された。その後、吉田氏が辞意を表したため、後任理事として、愛知県がんセンター 

田中英夫氏が第 18 回総会にて選出された。 
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III. 事業 

1. 第 18 回総会研究会及びがん登録実務者研修会 

第 18 回総会研究会及びがん登録実務者研修会は、小松原秀一会長（新潟県立がん

センター新潟病院）のもとに、平成 21 年 9 月 3 日、4 日に、新潟県民会館において開催

された。総会研究会は、「がん登録とがん検診」をテーマに、パネルディスカッションと特

別講演から構成され、参加実数は 219 名を数えた。また、新潟県がん征圧月間行事と

の共催で特別講演が開催された。がん登録実務者研修会第 1 部では「進行度分類」、

第 2 部では「検診の精度管理」と題し研修が行われた。実務者研修会には合計 115 名

が参加、情報交換会には 122 名の参加があった。学術的ポスター演題が 12 題、道府県

ポスターは 33 演題の発表があった。このうち 6 演題がポスター賞に選出された。 

2. 第 19 回総会・研究会及び実務者研修会 

第 19 回研究会は、本協議会が共催する第 32 回国際がん登録協議会（IACR）学術総

会に合わせて平成 22 年 10 月 15 日に神奈川県横浜市で実施することとし、第 19 回研

究会会長に岡本理事長が第 2 回理事会で選出され、総会で承認された。研究会にあ

わせて公開講座を開催することが、第 3 回理事会で承認された。NPO 法人化に伴い、

特定非営利活動促進法に基づき、活動年度終了 3 か月以内に事業報告及び収支計

算書などの書類を作成し所轄庁に提出しなければならない。提出前に、総会を開催し

会員の承認を得る必要が生じたことから、第 19 回総会を平成 22 年 6 月に開催し、総会

にあわせて行政担当者集会を開催することが、第 3 回理事会で承認された。 

3. NPO 法人の設立 

本協議会の NPO 法人化について、平成 21 年 9 月 4 日に新潟市にて、特定非営利活

動法人地域がん登録全国協議会設立総会が開催され、承認された。平成 21 年 9 月

28 日、行政書士指導の下、所轄官庁である東京都に NPO 法人設立申請し、平成 22

年 1 月 14 日付にて認証通知、平成 22 年 1 月 19 日設立（登記日）に至った。 

4. 地域がん登録事業における実務担当功労者の表彰 

実務担当功労者の表彰が、第 18 回総会において行われた。今回推薦された 3 名に理
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事長より表彰状と副賞が授与された。 

5. 各道府県市のがん登録事業報告書の収集、整理 

平成 20 年度に発刊された各道府県市がん登録事業報告書を収集し、「道府県市がん

登録事業報告書一覧」を作成した。 

6. 地域がん登録の実施状況と登録資料の利用に関する調査 

構成団体を対象に、平成 20 年度における地域がん登録事業の実施状況、並びに登録

資料の利用と成果についての調査を平成 21 年 5 月に実施し、その結果を「平成 20 年

度道府県市がん登録調査の報告」としてまとめた。 

7. 事業報告の刊行と配布 

平成 20 年度の事業報告、「道府県市がん登録事業報告書一覧」及び「平成 20 年度道

府県市がん登録調査の報告」をとりまとめて、「平成 20 年度事業報告」を平成 21 年 9

月に刊行し、登録会員、顧問、名誉会員、賛助会員（以後、全会員という）に配布した。 

8. ニューズレターの刊行と配布 

柴田亜希子理事、祖父江友孝理事をニューズレター編集委員として、本協議会ニュー

ズレター第 25 号を平成 21 年 7 月に、また、本協議会の初代理事長を務めた故 藤本

伊三郎氏を偲ぶ特集号として第 26 号を平成 22 年 2 月に刊行し、全会員に配布した。

更に、がん登録活動の意義の広報のため、厚生労働省関連課、関係団体、関連分野

の研究者（以後、関連研究者等という）に贈呈した。 

9. JACR MONOGRAPH No.15 の編集と配布 

平成 21 年 9 月、新潟県で開かれた第 18 回総会研究会の記録集を「がん登録とがん検

診」と題し、JACR MONOGRAPH No.15 として小松原秀一編集委員長他編集委員がま

とめ、本協議会で印刷し平成 22 年 3 月に全会員に配布、関連研究者等に贈呈した。 

10. ウェブサイトの管理、運営 

本協議会の活動紹介、会員への情報提供を目的としたウェブサイトの管理、運営を行

った。2009年4 月、ウェブ管理サーバーの更新に伴い、ウェブサイトを移転、ウェブペー

ジデザインのリニューアルも同時に行った。 
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11. 第 68 回公衆衛生学会総会における本協議会の活動紹介 

平成 21 年 10 月 21-23 日に、奈良市にて開催された、第 68 回日本公衆衛生学会総会

において、紹介ブースを出展し、一般向けパンフレットの配布等を通じてがん登録につ

いての啓発、本協議会の活動についての情報提供を行った。 

12. 平成 21 年度第 1 回理事会の開催 

平成 21 年 6 月 12 日、東京都において第 1 回理事会を開催した。上記の I.II.III-1、 2、

3 の他、ニューズレター第 25 号の編集計画、平成 22 年 10 月第 32 回国際がん登録協

議会学術総会への共催団体としての協力、NPO 法人化を目指す経緯と計画、ウェブサ

イト管理などについての協議が行われた。 

13. 平成 21 年度第 2 回理事会の開催 

平成 21 年 9 月 3 日、新潟市において第 2 回理事会を開催した。平成 21 年度（4-8 月）

事業報告（案）の審議、第 18 回総会への提案事項、第 32 回国際がん登録協議会

（IACR）学術総会への共催団体としての協力について、第 19 回総会研究会及び公開

講座の開催・主催計画、JACR MONOGRAPH No.15 の編集、NPO 法人設立総会の開

催とその後の予定についての協議が行われた。 

14. 平成 21 年度第 3 回理事会の開催 

平成 21 年 11 月 20 日、東京都において第 3 回理事会を開催した。第 18 回総会研究

会の報告、NPO 法人化と設立後の総会について、第 19 回研究会及び本協議会主催

公開講座並びに第32 回国際がん登録協議会（IACR）学術総会開催への共催団体とし

ての協力について、ニューズレター第 26 号及び JACR MONOGRAPH No.15 の編集計

画、第 68 回公衆衛生学会総会における本協議会紹介ブース出展報告、民主党のマニ

フェストに「がん登録の法制化の検討」が掲げられたことを受けた民主党への働きかけ

等についての協議が行われた。 
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Ⅱ．道府県市がん登録事業報告一覧 
A．道府県市がん登録事業報告書 

（平成 21 年 4 月～平成 22 年 3 月刊行分） 

 

1. 岩手県地域がん登録事業報告書 平成 18 年（2006）診断例 

岩手県、（社）岩手県医師会 

A4 判／88 頁 平成 21 年 12 月 

編集者：岩手県地域がん登録運営委員会  

発行所：（社）岩手県医師会 

  

2. 山形県のがん 2006 （平成 18 年） （山形県がん実態調査報告） 

山形県健康福祉部 

A4 判／106 頁 平成 22 年 3 月 

編集：山形県立がん・生活習慣病センター 

発行：山形県健康福祉部 保健薬務課 健康やまがた推進室 

  

3. 茨城県地域がん登録事業報告書  平成 15・16 年罹患集計 

茨城県保健福祉部 

Ａ4 判／128 頁 平成 21 年 9 月 

発行：茨城県保健福祉部保健予防課  

 

4. 栃木県のがん 2005 （平成 17 年）（栃木県がん実態調査報告）  

栃木県保健福祉部 

A4 判／94 頁 平成 22 年 3 月 

編集：栃木県立がんセンター 

発行：栃木県保健福祉部 健康増進課 

 

5. がん検診 あなたの生活の、大切な習慣に 

新潟県立がんセンター新潟病院  

Ａ5 判／30 頁 平成 21 年 8 月 

監修：新潟県立がんセンター新潟病院、新潟県がん登録室 

発行：新潟県がんセンター新潟病院 
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6. 新潟県がん対策推進計画 概要版（リーフレット）  

新潟県 

Ａ4 判／6 頁 平成 21 年 8 月 

問合わせ先：新潟県福祉保健部健康対策課成人保健係  

 

7. 新潟県におけるがんの実態および 2 次医療圏とがん診療拠点病院での受療の現状 

新潟県がん登録室、新潟県福祉保健部健康対策課、新潟県成人病予防協会 

B5 判／7 頁 平成 22 年 3 月 

事務局：県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター 

新潟がん登録室 

 

8. 新潟県のがん登録 平成 18 年標準集計 

新潟県福祉保健部健康対策課、新潟県医師会、新潟県成人病予防協会 

A4 判／61 頁 平成 22 年 3 月 

 編集発行：新潟県福祉保健部健康対策課 

 

9. 富山県がん疫調査事業報告書 

富山県厚生部 

A4 判／66 頁 平成 21 年 8 月 

問合わせ先：富山県厚生部健康課がん成人保健係 

 

10. 石川県におけるがん登録 ダイジェスト版 平成 18 年標準集計・平成 14 年罹患者生存

率集計 

 石川県健康福祉部健康推進課 

 A4 判／14 頁 平成 22 年 3 月 

 

11. 福井県がん登録 第 21 報 

福井県健康福祉部、福井県医師会 

A4 判／41 頁 平成 21 年 9 月 

 

12. 岐阜県のがん登録 平成 17 年次集計結果（2005 年）  

岐阜県健康福祉部保健医療課 

A4 判／50 頁 平成 21 年 11 月 
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Ⅲ．平成 21 年度道府県市がん登録調査の報告 
A．地域がん登録事業の実施状況 

2009（平成 21）年度 
 

地域がん登録の方法と成績の標準化に資することを目的として、地域がん登録全国協議会では、

2001（平成 13）年から毎年、自記式調査票を用いて、全国の協議会会員に対し、地域がん登録事業

の概況と成果であるがん罹患等の成績とを調査してきた。2004（平成 16 ）年 7 月には、地域がん登

録全国協議会（当時理事長：大島明）と第 3 次対がん総合戦略研究事業「がん予防対策のためのが

ん罹患・死亡動向の実態把握の研究」班（主任研究者：祖父江友孝）との協同調査として、全 47 都

道府県に対し、「地域がん登録の標準化と精度向上に関しての事前調査（第 1 期事前調査）」を実施

した。2006（平成 18）年度には、引き続き同研究班との協同調査として、地域がん登録の標準化推進

期（第 2 期）開始前における「地域がん登録の標準化と精度向上に関する第 2 期事前調査」を実施し

た。この調査結果は、平成18年時点での地域がん登録の実施状況の詳細として、「地域がん登録の

標準化と精度向上に関する第 2 期事前調査結果報告書」に掲載されているので、参照されたい。

（掲載ウェブサイト：http://www.jacr.info/publicication/publicication1.html） 

2009 年（平成 21 年度）9 月には、「がん罹患・死亡動向の実態把握に関する研究」班（研究代表

者：祖父江友孝）により、47 都道府県と広島市に対して「地域がん登録の標準化と精度向上に関す

る第 3 期事前調査」が実施された。調査が実施された平成 21 年 9 月時点で、地域がん登録事業を

実施している自治体は、35 道府県 1 市であった。その後、長野県、福島県、島根県が新規に事業を

開始し、平成 22 年 6 月現在、地域がん登録を実施する地方自治体は、38 道府県 1 市となっている。 

本稿は、本協議会が平成 22 年 4 月に構成団体に対して実施した、地域がん登録の現況調査をも

とに地域がん登録の実施状況についてまとめる。なお、地域がん登録全国協議会には参加していな

いが、愛媛県、鹿児島県において県単位のがん登録が実施されている。 

構成団体のうち、平成２１年度に地域がん登録を行っていた 33 登録の県の平成 17 年の国勢調査

人口を表 1 の 3 欄に示した。最大の人口を擁していたのは大阪で 882 万人（大阪府ががん登録を開

始した当初は 600 万人）、最小は鳥取で 61 万人（開始当初は 80 万人）であり、登録間での人口差の

大きいことが注目される。33 登録の合計 8,583 万人は、同年の全国人口の 67.2％に相当する。 

がん登録実施地域に所在する一般病院（精神病院を除く）のがん患者情報が、地域がん登録の

主要な届出情報源となる。がん登録実施域の平成 22 年度 1 月末の一般病院数を表 1 に示した。北

海道と大阪では 500 を超えていた。神奈川、愛知、兵庫では 300 余、千葉、広島、熊本では 200 余
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にのぼる病院を擁していた。他方、16 県では 100-199 で、9 県では 100 を下回っていた。表 1 に掲

載の地域がん登録に関与する病院数は、合計 5,891 病院となった。全国の一般病院数 8,724 のうち

の 67.5％にのぼっており、ほぼ人口の割合と同値になっている。 

わが国では、平成 13 年からがん診療拠点病院の指定が開始され、さらに、平成 18 年の整備指針

では、標準登録様式に基づく院内がん登録の実施と地域がん登録事業への協力が、がん診療連携

拠点病院の指定要件となった。それにあわせて、各県における院内がん登録の整備が進み、地域

がん登録への理解と協力も得られつつある。特に人口規模が小さい県ではそれに伴い、地域がん

登録精度が急激に向上している。大規模人口県では、がん診療連携拠点病院以外の医療機関へ

の積極的なアプローチも必要であり、今後の課題である。 

 

（稿責：地域がん登録全国協議会事務局 味木和喜子、松田智大、丸亀知美） 

 

文献 

1. 医療施設動態調査（平成 22 年 1 月末概数）（厚生労働省ウェブサイトより引用: 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/iryosd/m10/is1001.html） 

2. 平成 17 年国勢調査，総務省統計局統計調査部 

3. 地域がん登録の標準化と精度向上に関する第 2 期事前調査結果報告書. 厚生労働省第 3 次対

がん総合戦略研究事業「がん罹患・死亡動向の実態把握の研究」班、地域がん登録全国協議会. 

平成 19 年 5 月 1 日. （掲載ウェブサイト：http://www.jacr.info/publicication/publicication1.html） 

4. 地域がん登録の標準化と精度向上に関する第 3 期事前調査結果報告書. 厚生労働省第 3 次対

がん総合戦略研究事業「がん罹患・死亡動向の実態把握に関する研究」班. 平成 22 年 3 月.  
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B．地域がん登録資料利用申請および研究的成果報告 

 

平成 21 年中に登録成績または登録資料が各県で研究に利用された状況を調べ、表 2 に示した。研究

的利用の申請数と研究成果である報告・論文数を示し、公表論文内訳の欄には、報告すべき論文が無か

った場合、論文名の記載がなかった場合には、併せて「該当なし」とした。また、公表論文として掲載した文

献の内訳を、種別（単行本、原著論文、その他論文、報告書、その他業績）とともに掲載した。なお、種別

は各登録の申告をそのまま採用している。 

研究的利用の申請は 34 登録で平成 21 年度は 111 件であり、多い順では、新潟、大阪で 18 件、岡山で

15 件、長崎で 14 件であった。 

前年以前の研究を含め、研究結果が平成 21 年度に公表された件数は、合計で 77 件であった。10 件以

上の研究結果が公表された県は、大阪（13 件）、長崎（13 件）であった。平成 20 年度の本調査の結果は、

研究的利用の申請数が 150 件、研究結果公表件数は 95 件であり、毎年、研究的利用として恒常的に地域

がん登録事業の資料が活用されている事が伺える。 

平成 21 年 9 月に、第 3 次対がん総合戦略研究事業「がん罹患・死亡動向の実態把握に関する研究」

班により実施された、地域がん登録の標準化と精度向上に関する第 3 期事前調査では、地域がん登録事

業を実施している 35 道府県のうち、登録資料の研究的利用を規定した文書があり、利用の精度が整って

いると回答した県は 32 県（91％）であった。残りの 3 県も利用制度を整えつつとあると回答しており、制度的

な面での整備は確実に進んでいる。今後は研究利用のみならず、地域のがん対策に活用可能なデータの

整備とその活用が望まれる。 

 

表 2．地域がん登録資料の研究的利用状況（平成 21 年度） 

 

都
道
府

県
番
号

道
府
県

市
名 

申
請
数

報
告
数

公 表 論 文 内 訳 
（種別: ①単行本、②原著論文、③その他論文、④報告書、⑤その他業績）

01 北海道 0 0 該当なし 

02 青 森 0 0 該当なし 

03 岩 手 4 5 1. 岩手県・社団法人岩手県医師会，岩手県地域がん登録事業報告書

（平成 18 年診断例）岩手県地域がん登録運営委員会編 岩手県盛

岡市菜園 2-5-20. 2009; 18: 1-88. （①） 
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都
道
府

県
番
号 

道
府
県

市
名 

申
請
数 

報
告
数 

公 表 論 文 内 訳 
（種別: ①単行本、②原著論文、③その他論文、④報告書、⑤その他業績）

2. 岩手県・岩手県地域がん登録運営委員会，知識をもってがんと闘い

ましょう（リーフレット）. 2009; 1-4. （①） 

3. 岩手県保健福祉部保健衛生課，がんの常識！あなたはどこまで知

っていますか（リーフレット）. 2009; 1-2. （①） 

4. 厚生労働省研究班による多目的コホート研究 2009 年発行の JPHC

文献. 国立がんセンターがん予防・検診研究センター. （①） 

5. 祖父江友孝, 味木和喜子, 松田智大, 丸亀知美, 齋藤眞由美. 全

国がん罹患モニタリング集計 Monitoring of Cancer Incidence in 

Japan, MCIJ2005. 2005 年罹患数・率報告. 2010; 1-262. （①） 

04 宮 城 3 7 1. Kawai M, Kuriyama S, Suzuki A, Nishino Y, Ishida T, Ohnuki K, 

Amari M, Tsuji I, Ohuchi N. Effect of screening mammography on 

breast cancer survival in comparison to other detection methods: a 

retrospective cohort study. Cancer Sci. 2009; 100: 1479-1484. （②） 

2. Sugawara Y, Kuriyama S, Kakizaki M, Nagai M, Ohmori-Matsuda K, 

Sone T, Hozawa A, Nishino Y, Tsuji I. Fish consumption and the risk 

of colorectal cancer: the Ohsaki Cohort Study. Br J Cancer. 2009; 101: 

849-854. （②） 

3. Naganuma T, Kuriyama S, Kakizaki M, Sone T, Nakaya N, 

Ohmori-Matsuda K, Hozawa A, Nishino Y, Tsuji I. Green tea 

consumption and hematologic malignancies in Japan: the Ohsaki 

study. Am J Epidemiol. 2009; 170: 730-738. （②） 

4. Ui A, Kuriyama S, Kakizaki M, Sone T, Nakaya N, Ohmori-Matsuda 

K, Hozawa A, Nishino Y, Tsuji I. Green tea consumption and the risk 

of liver cancer in Japan: the Ohsaki Cohort study. Cancer Causes 

Control. 2009; 20: 1939-1945. （②） 

5. Kawai M, Minami Y, Kuriyama S, Kakizaki M, Kakugawa Y, Nishino 

Y, Ishida T, Fukao A, Tsuji I, Ohuchi N.Reproductive factors, 

exogenous female hormone use and breast cancer risk in Japanese: the 

Miyagi Cohort Study. Cancer Causes Control. 2010; 21: 135-145.

（②） 

6. 猪股芳文，加藤勝章，島田剛延，渋谷大助. 偽陰性率から見た内視

22



 

 
 

都
道
府

県
番
号 

道
府
県

市
名 

申
請
数 

報
告
数 

公 表 論 文 内 訳 
（種別: ①単行本、②原著論文、③その他論文、④報告書、⑤その他業績）

鏡検査の精度管理の問題点および対策についての検討. 日本消化

器がん検診学会雑誌. 2009; 47: 542-551. （②） 

7. 松井昭義，小野寺博義，岩崎隆雄，西野善一，小野博美，手嶋紀

子，島田剛延，渋谷大助. 腹部超音波検診における検診後の発が

んに関する調査 －胆道と膵臓の所見について－. 日本消化器がん

検診学会雑誌. 2009; 47: 552-558. （②） 

05 秋 田 2 0 該当なし 

06 山 形 3 2 1. 庄内地域の「がん」に関する統計一覧【第 1 版】. 山形県庄内保健所
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